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　　 　費用の構成

　　　　主な費用の総費用に占める比率は、次のとおりである。

区 分

円 円 円 円 円

金 額 207,107,271   1,234,988,142 300,427,551   1,129,296,385 2,871,819,349 

％ ％ ％ ％ ％

費用構成比率 7.2 43.0 10.5 39.3 100.0

計人 件 費 減 価 償 却 費 支 払 利 息 そ の 他
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議案第　11　号 

　（総　　　則）

第１条　平成30年度札幌市中央卸売市場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

ア トン

イ トン

 

ア

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　第１款　第１款　第１款

　　第１項

　　第２項

　第１款 市 場 事 業 費 用　第１款 市 場 事 業 費 用　第１款 市 場 事 業 費 用　第１款 市 場 事 業 費 用

　　第１項

　　第２項

　　第３項

営 業 外 費 用 255,000千円  

予 備 費 5,000千円  

収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額 284,000千円  284,000千円  284,000千円  284,000千円  

支 　　　　　 出

2,545,000千円  2,545,000千円  2,545,000千円  2,545,000千円  

営 業 費 用 2,285,000千円  

営 業 外 収 益 666,000千円  

青 果 物 290,415

　 主 要 な 建 設 改 良 事 業  

場 内 設 備 機 器 類 更 新

収 　　　　　 入

市 場 事 業 収 益 2,261,000千円  市 場 事 業 収 益 2,261,000千円  市 場 事 業 収 益 2,261,000千円  市 場 事 業 収 益 2,261,000千円  

営 業 収 益 1,595,000千円  

水 産 物 78,142

平成30年度札幌市中央卸売市場事業会計予算

　 市 場 取 扱 量
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額 706,000千円は、損益勘定留保資金等で補 するものとする。）。

　第１款　第１款　第１款　第１款

　　第１項

　　第２項

　第１款　第１款　第１款　第１款

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　度　額

設 備 機 器 等 保 守 管 理 業 務

事　項 期　間

26,000千円

37,000千円

61,000千円

47,000千円

平 成 31 年 度

平 成 31 年 度

平 成 31 年 度

庁 舎 等 清 掃

建 設 改 良 費 282,000千円  

企 業 債 償 還 金 1,386,000千円  

予 備 費 5,000千円  

収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額収 入 支 出 差 引 不 足 額 706,000千円  706,000千円  706,000千円  706,000千円  

平 成 31 年 度

廃 棄 物 搬 出 業 務

市 場 施 設 管 理 業 務

資 本 的 支 出資 本 的 支 出資 本 的 支 出資 本 的 支 出 1,673,000千円  1,673,000千円  1,673,000千円  1,673,000千円  

出 資 金 693,000千円  

支 　　　　　 出

企 業 債 274,000千円  

収 　　　　　 入

資 本 的 収 入資 本 的 収 入資 本 的 収 入資 本 的 収 入 967,000千円  967,000千円  967,000千円  967,000千円  
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　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

 起 債 の 目 的 限　度　額 利　率 償 還 の 方 法

 274,000千円
　 9.0%以内

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める｡

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

（収益的支出）

　（他会計からの補助金）

第10条　　

　である。317,615千円である。

 平成30年（2018年）2月20日提出 平成30年（2018年）2月20日提出 平成30年（2018年）2月20日提出 平成30年（2018年）2月20日提出

　札幌市長　　札幌市長　　札幌市長　　札幌市長　秋　元　克　広秋　元　克　広秋　元　克　広秋　元　克　広

中央卸売市場事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

 職 員 給 与 費 210,340千円  

 交 際 費 100千円  

起債の日から据置期

間を含め40年以内に、

元利均等その他の方

法により償還する。

ただし、財政上の都

合等により定額以上

を償還し、又は本期

間中に未償還額の範

囲内において借り換

えることができる。

中 央 卸 売 市 場

施 設 整 備 事 業 費

証券発行又は普通

貸借とする。

起 債 の 方 法
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　　 　費用の構成

　　　　主な費用の総費用に占める比率は、次のとおりである。

区 分

円 円 円 円 円

金 額 207,107,271   1,234,988,142 300,427,551   1,129,296,385 2,871,819,349 

％ ％ ％ ％ ％

費用構成比率 7.2 43.0 10.5 39.3 100.0

計人 件 費 減 価 償 却 費 支 払 利 息 そ の 他

- 4 -
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（単位　千円）　

予 定 額

1 2,261,000

1 営 業 収 益 1,595,000

246,897

の 2.5/1000

157,787

の 2.5/1000

2 施設使用料 908,492 売 場 363,880

事 務 所 298,128

関 連 事 業 所 28,710

倉 庫 35,948

空 地 そ の 他 181,826

3 雑 収 益 281,824 電 話 料 1,861

電 気 料 128,927

賃 貸 料 21,263

雑 入 129,773

2 営業外収益 666,000

1

受 取 利 息

及び配当金

50 預 金 利 息

2 補 助 金 317,615

3

長期前受金

戻 入

329,215

4 雑 収 益 19,120 雑 入 5,120

太陽光発電電力販売料 14,000

水産物売上高割使用料

平成30年度札幌市中央卸売市場事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 備 考

市場事業収益

1

売 上 高 割

使 用 料

404,684

水産物年間取扱額 98,759,000

青果物売上高割使用料

青果物年間取扱額 63,115,000

　水道料その他

業務管理及び取引の指導監督に要する市場管理

費、建設改良に係る企業債利息等に対する一般

会計補助金

長期前受金の収益化
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（単位　千円）　

予 定 額

1 市場事業費用 2,545,000

1 営 業 費 用 2,285,000

1 市場管理費 1,094,699 業務管理及び取引の指導監督に要する経費を計上

　人　件　費 257,680

    給      料 22人 103,000

　　手  当  等 69,700

　　賞与引当金繰入額 13,333

　　退職給付費 1,853

　　法定福利費 45,301

      共済負担金その他

　　厚生福利費 186

　　賃 　　 金 6,575

　　報　　  酬 17,732

　経　　　費 837,019

　　備消耗品費 8,390

260,618

　　修　繕　費 34,311

　　委  託　料 289,800

　　　建物設備総合管理委託料その他

　　太陽光発電保守管理費 490

　　負担金及び分担金 94,551

　　　市場協会その他

　　借料及び損料 85,260

　　交  際  費 100

    印刷製本費その他 63,499

2 減価償却費 1,190,301

2 営業外費用 255,000

企 業 債 利 息 199,000

一時借入金利息等 343

2

消費税及び

地方消費税

55,557

3 雑 支 出 100

3 予 備 費 5,000

支 出

款 項 目 備 考

固定資産減価償却費を計上

1

支 払 利 息

及び企業債

取 扱 諸 費

199,343

1 予 備 費 5,000

予算外及び予算超過の支出に充当するための予備

費を計上

光 熱 水 費
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（単位　千円）　

予 定 額

1 資本的収入 967,000

1 企 業 債 274,000

1 企 業 債 274,000

2 出 資 金 693,000

1

一 般 会 計

出 資 金

693,000

（単位　千円）　

予 定 額

1 資本的支出 1,673,000

1 建設改良費 282,000

市場施設整備に係る経費を計上

　場内設備機器類更新 209,781

　その他建設改良工事等 65,719

2

リース債務

支 払 額

6,500

2 企業債償還金 1,386,000

1 元金償還金 1,386,000

3 予 備 費 5,000

款 項 目 備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 備 考

建設改良費に充当する企業債

経営基盤強化のための出資金

支 出

1

中 央 卸 売

市 場 施 設

整備事業費

275,500

地下水浄水処理システム等

1 予 備 費 5,000

予算外及び予算超過の支出に充当するための予

備費を計上
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 (単位　円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー１ 業務活動によるキャッシュ・フロー１ 業務活動によるキャッシュ・フロー１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 287,782,000

　 1,190,301,000

　 1,853,000

△ 140,000

△ 329,215,000

△ 50,000

　 199,343,000

△ 12,119,732

△ 18,307,210

　 743,883,058　 743,883,058　 743,883,058　 743,883,058

　 50,000

△ 199,343,000

　 544,590,058　 544,590,058　 544,590,058　 544,590,058

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー２ 投資活動によるキャッシュ・フロー２ 投資活動によるキャッシュ・フロー２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 276,440,222

△ 277,778

△ 276,718,000△ 276,718,000△ 276,718,000△ 276,718,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー３ 財務活動によるキャッシュ・フロー３ 財務活動によるキャッシュ・フロー３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　 1,000,000,000

△ 1,000,000,000

　 274,000,000

△ 1,386,000,000

　 693,000,000

△ 6,500,000

△ 425,500,000△ 425,500,000△ 425,500,000△ 425,500,000

△ 157,627,942△ 157,627,942△ 157,627,942△ 157,627,942

　 1,134,956,600　 1,134,956,600　 1,134,956,600　 1,134,956,600

　 977,328,658　 977,328,658　 977,328,658　 977,328,658

当年度純損失

平成30年度札幌市中央卸売市場事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

減価償却費

退職給付引当金の増加額

賞与引当金の減少額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増加額

未払金の減少額

有形固定資産の取得による支出

小計小計小計小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出

リース債務の支払による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高資金期首残高資金期首残高資金期首残高

資金期末残高資金期末残高資金期末残高資金期末残高

資金減少額資金減少額資金減少額資金減少額
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（単位　円）

1

 (1) 374,707,000

 (2) 841,389,000

 (3) 262,549,000 1,478,645,000

2

 (1) 1,036,837,000

 (2) 1,190,301,000 2,227,138,000

748,493,000

3

 (1) 50,000

 (2) 317,615,000

 (3) 329,215,000

 (4) 17,897,000 664,777,000

4

 (1) 199,343,000

 (2) 93,000 199,436,000   465,341,000

5

 (1) 4,630,000 4,630,000 4,630,000

287,782,000

287,782,000

4,225,886,991

　　第３項 4,513,668,991

受 取 利 息 及 び

配 当 金

平成30年度札幌市中央卸売市場事業予定損益計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

営 業 収 益

売上高割使用料

施 設 使 用 料

雑 収 益

営 業 費 用

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金
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（単位　円）

1

 (1)

イ 5,799,219,073

ロ 33,373,353,550

△ 17,801,473,902 15,571,879,648

ハ 447,804,201

△ 290,793,569 157,010,632

ニ 936,140,478

△ 424,049,974 512,090,504

ホ 3,520,000

△ 3,245,100 274,900

ヘ 1,947,456,912

△ 1,717,592,348 229,864,564

ト 53,793,348

△ 24,207,202 29,586,146

22,299,925,467

 (2)

イ 577,800

ロ 351,842

929,642

 (3)

イ 3,000,000

ロ 22,264,000

25,264,000

22,326,119,109

土 地

平成30年度札幌市中央卸売市場事業予定貸借対照表

（平成31年3月31日）

資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計
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2

 (1) 917,060,312

 (2) 60,268,346

 (3) 47,152,237

1,024,480,895

23,350,600,004

3

 (1) 9,552,413,380

 (2) 17,922,446

 (3) 174,193,441

9,744,529,267

4

 (1) 1,421,776,202

 (2) 5,688,603

 (3) 72,075,882

 (4) 1,622,100

 (5) 58,646,000

 (6) 16,036,000

1,575,844,787

預 金

流 動 資 産

引 当 金

特 定 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　 　債 　　の 　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

保 証 金

引 当 金
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5

 (1)

イ 7,267,923,770

△ 4,201,968,499 3,065,955,271

ロ 2,596,086,913

△ 1,184,357,365 1,411,729,548

ハ 208,167,064

△ 137,340,062 70,827,002

ニ 475,828,000

△ 141,844,572 333,983,428

4,882,495,249

4,882,495,249

16,202,869,303

6 11,657,624,821

7

 (1)

イ 3,774,871

3,774,871

 (2)

4,513,668,991

△ 4,513,668,991

△ 4,509,894,120

7,147,730,701

23,350,600,004

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

道 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金
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　注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

 　　　 　固定資産の減価償却の方法

 　　　　イ　有形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　ロ　無形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　　 　　商標権　　　　　　　10年

 　　　　ハ　リース資産

 　　　　　(ｲ)　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　　　　　   　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

 　　　 　引当金の計上方法

 　　　　イ　退職給付引当金

 　　　　　　職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

 　　　　　相当する額のうち、一般会計が負担すると見込まれる額74,654,331円を除く額を計上し

 　　　　　ている。

 　　　　ロ　賞与引当金

 　　　　　　職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるため、

 　　　　　当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

 　　　　　上している。

 　　　 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

 構築物 ３～45

固定資産 耐用年数（年）

 建物 ３～45

 機械及び装置 ８～17

 車両運搬具 ５

 工具、器具及び備品 ３～20
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２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

 　　　 なし。

３　予定貸借対照表等に関する注記

　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要

 　　　 する資金のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、5,487,094,791円である。

４　セグメント情報に関する注記

 　　　 中央卸売市場事業の単一セグメントである。

５　減損損失に関する注記

 　　　 なし。

６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

 　　　 　リース取引の処理方法

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

 　　　　 て会計処理を行っている。

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条

 　　 　　第１号を適用し、通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。

 　　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当事業年度の末日における未経過リース

　 　　　料相当額

７　その他の注記

　　　　なし。

支払時期 未経過リース料相当額

合計 95,968,800円

平成31年度 22,474,800円

平成32年度以降 73,494,000円
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（単位　円）

1

 (1) 386,196,000

 (2) 822,887,000

 (3) 288,009,000 1,497,092,000

2

 (1) 995,056,000

 (2) 1,170,504,000 2,165,560,000

668,468,000

3

 (1) 50,000

 (2) 326,353,000

 (3) 329,584,000

 (4) 19,539,000 675,526,000

4

 (1) 223,396,000

 (2) 93,000 223,489,000   452,037,000

5

 (1) 4,630,000 4,630,000 4,630,000

221,061,000

221,061,000

4,004,825,991

　　第３項 4,225,886,991

受 取 利 息 及 び

配 当 金

平成29年度札幌市中央卸売市場事業予定損益計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

営 業 収 益

売上高割使用料

施 設 使 用 料

雑 収 益

営 業 費 用

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金
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（単位　円）

1

 (1)

イ 5,799,219,073

ロ 33,123,024,439

△ 16,698,579,902 16,424,444,537

ハ 447,804,201

△ 275,160,569 172,643,632

ニ 936,140,478

△ 386,693,974 549,446,504

ホ 3,520,000

△ 2,887,100 632,900

ヘ 1,921,345,801

△ 1,688,386,348 232,959,453

ト 53,793,348

△ 19,366,202 34,427,146

23,213,773,245

 (2)

イ 577,800

ロ 87,064

664,864

 (3)

イ 3,000,000

ロ 22,264,000

25,264,000

23,239,702,109

土 地

平成29年度札幌市中央卸売市場事業予定貸借対照表

（平成30年3月31日）

資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計
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2

 (1) 1,074,688,254

 (2) 60,268,346

 (3) 35,032,505

1,169,989,105

24,409,691,214

3

 (1) 10,700,413,380

 (2) 24,106,461

 (3) 172,340,441

10,896,860,282

4

 (1) 1,385,776,202

 (2) 6,004,588

 (3) 90,383,092

 (4) 1,622,100

 (5) 58,646,000

 (6) 16,176,000

1,558,607,982

預 金

流 動 資 産

引 当 金

特 定 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　 　債 　　の 　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

保 証 金

引 当 金
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5

 (1)

イ 7,267,923,770

△ 3,997,206,499 3,270,717,271

ロ 2,596,086,913

△ 1,088,287,365 1,507,799,548

ハ 208,167,064

△ 132,864,062 75,303,002

ニ 475,828,000

△ 117,937,572 357,890,428

5,211,710,249

5,211,710,249

17,667,178,513

6 10,964,624,821

7

 (1)

イ 3,774,871

3,774,871

 (2)

4,225,886,991

△ 4,225,886,991

△ 4,222,112,120

6,742,512,701

24,409,691,214

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

道 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

剰 余 金

-52-

中央卸売市場事業会計

(18)



　注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

 　　　 　固定資産の減価償却の方法

 　　　　イ　有形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　ロ　無形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　　 　　商標権　　　　　　　10年

 　　　　ハ　リース資産

 　　　　　(ｲ)　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　　　　　   　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

 　　　 　引当金の計上方法

 　　　　イ　退職給付引当金

 　　　　　　職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

 　　　　　相当する額のうち、一般会計が負担すると見込まれる額73,860,189円を除く額を計上し

 　　　　　ている。

 　　　　ロ　賞与引当金

 　　　　　　職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるため、

 　　　　　当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

 　　　　　上している。

 　　　 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

 工具、器具及び備品 ３～20

 機械及び装置 ８～17

 車両運搬具 ５

 構築物 ３～45

固定資産 耐用年数（年）

 建物 ３～45

-53-

中央卸売市場事業会計

(19)



２　予定貸借対照表等に関する注記

　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要

 　　　 する資金のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、6,043,094,791円である。

３　セグメント情報に関する注記

 　　　 中央卸売市場事業の単一セグメントである。

４　減損損失に関する注記

 　　　 なし。

５　リース契約により使用する固定資産に関する注記

 　　　 　リース取引の処理方法

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

 　　　　 て会計処理を行っている。

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条

 　　 　　第１号を適用し、通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。

 　　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当事業年度の末日における未経過リース

　 　　　料相当額

６　その他の注記

　　　　なし。

平成30年度 22,474,800円

支払時期 未経過リース料相当額

平成31年度以降 95,968,800円

合計 118,443,600円
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1　総　　　括  

人

22 17,732 103,000 6,575 83,033 210,340 45,301 255,641

損 益 勘 定

支 弁 職 員

22 16,847 100,000 6,469 84,714 208,030 43,417 251,447

損 益 勘 定

支 弁 職 員

0 885 3,000 106 △ 1,681 2,310 1,884 4,194

3,000 4,000 4,000 2,000 24,713 17,620 3,000

3,000 4,000 4,000 3,000 24,592 17,522 3,000

0 0 0 △ 1,000 121 98 0

21,000 500 2,000 1,000 200

22,000 400 2,000 1,000 200

△ 1,000 100 0 0 0

給　与　費　明　細　書

区　　　　　分

職員数 給 与 費 法　　　定

合　　　計

一般職 報　　　酬 給　　　料 賃　　　金 手　　　当 計 福　利　費

本

年

度

損 益 勘 定

支 弁 職 員

千円 千円 千円 千円 千円

比　　　　　　　較

千円 千円

地 域 手 当 管理職手当 寒冷地手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当

前

年

度

比

　

較

手

当

の

内

訳

（

千

円

）

区　　　　　　　分 扶 養 手 当

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

比　　　　　　　較

区　　　　　　　分

手 当 手 当 別勤務手当

時間外勤務 休 日 勤 務

住 居 手 当 児 童 手 当

管理職員特
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２　給料及び手当の増減額の明細

区  分

千円 千円

給  料 3,000 給与改定に伴う増減分 66

手　当 △ 1,681 制度改正に伴う増減分 990

△ 2,671

３　給料及び手当の状況　

　(1)　職員１人当たり給与

円

円

歳

円

円

歳

　(2)　初　 任　 給

円 円

160,400 －

146,400 147,100

備        考

前 年 度 平 均 給 与

改 定 率 0.12 ％

実施時期 29年4月

昇給に伴う増加分 1,043

その他の増減分 　新陳代謝等に係る増減分

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳 説　　　　明

その他の増減分 　 1,891 　新陳代謝等に係る増減分

　勤勉手当支給率の引上げ

に伴う増分など

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

30年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 353,009

平 均 給 与 月 額 397,102

平 均 年 齢 48

29年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 352,777

平 均 給 与 月 額 402,927

平 均 年 齢 48

短   　  大　     卒

高  　   校 　    卒

区　　　　   　分 一 般 行 政 職

国　の　制　度

一 般 行 政 職

大　　 　学　　　 卒 178,500 総合職 183,700
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　(3)　級別職員数　

人 ％

0 0.0

９　級

0 0.0

８　級

1 4.5

７　級

1 4.5

６　級

1 4.5

５　級

3 13.6

４　級

7 31.9

３　級

6 27.4

２　級

2 9.1

１　級

1 4.5

計

22 100.0

10　級

0 0.0

９　級

1 4.5

８　級

0 0.0

７　級

1 4.5

６　級

1 4.5

５　級

2 9.1

４　級

10 45.5

３　級

4 18.3

２　級

2 9.1

１　級

1 4.5

計

22 100.0

区　　　　　　　　　　分

一 般 行 政 職

職 員 数 構 成 比

30年1月1日現在

10　級

29年1月1日現在

一 般 行 政 職 の

10　級 ９　級 ８　級 ６　級

局長の職務

局長及び部長

部長の職務 課長の職務 課長の職務

の職務　　　

７　級

係員の職務

の職務　　　

標 準 的 な 職 務 内 容

５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

係長の職務

係長及び主任

主任の職務 係員の職務
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　(4)　昇給

（Ａ） 22 人

（Ｂ） 19 人

1 人

14 人

4 人

86.4 ％

（Ａ） 22 人

（Ｂ） 19 人

1 人

14 人

4 人

86.4 ％

注　前年度には平成30年１月に実施した昇給の実績を記載している。

　

　(5)　期末手当・勤勉手当

注 （   ）内は、再任用職員の支給率である。

2.325 4.4

(1.075) (1.225) (2.3)

区 分 人　　　　　員

本

 

年

 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号　　俸　　数　　別　　内　　訳

2号俸

4号俸

6号俸

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

前

 

年

 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

2号俸

4号俸

6号俸

号　　俸　　数　　別　　内　　訳

区　　分

支 給 期 別 支 給 率

支給率計

職制上の段階、

備                  考

職務の級等に

６月（月分） 12月（月分） （月分） （算定の基礎となる給与）

よる加算措置

給料、扶養手当及び地域手当

前 年 度 有

本 年 度 有
札

幌

市

(1.075) (1.225) (2.3)

2.125 2.275 4.4

(1.05) (1.25) (2.3)

2.075

俸給、扶養手当及び地域手当国 の 制 度 有 国

2.125 2.275 4.4
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　(6)　定年退職及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分）

支給率等 24.586875 47.709

国の制度

（支給率等）

　(7)　その他の手当

区　　　分

子は　　　　10,000円

子以外の扶養親族は

１人につき　 6,500円

（室長級は 3,500円、課長

級は不支給）

子は年齢により 5,000円を

加算

※平成31年度まで経過措置

あり

職員が自ら居住する借家・

借間については、月額

12,000円を超える家賃を支

払っている場合、家賃の額

に応じて27,000円を限度に

支給

単身赴任手当受給職員の配

偶者等が居住する借家・借

間については、職員が自ら

居住する場合の支給額の

 1/2に相当する額(100円未

満切捨て)を支給

交通機関を利用する場合及

び交通機関と交通用具を併

用する場合は運賃等に応じ

て、１月当たり55,000円を

限度に支給

 

交通用具を使用する場合は

使用距離に応じて31,600円

を限度に支給

最 高 限 度

（月分）

47.709

47.709

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

(２～45％加算)

定年前早期退職特例措置

(２～45％加算)

支給率　　　　　　３％

※持家については、平成27

差 異 の 内 容

25年勤続の者

（月分）

33.27075

33.27075 47.709

年度に廃止（平成30年度ま

で経過措置あり）

交通機関を利用する場合及

び交通機関と交通用具を併

間については、職員が自ら

加算

子は　　　　11,000円

子以外の扶養親族は

１人につき　 7,000円

子は年齢により 6,000円を

11,000円を超える家賃を支

払っている場合、家賃の額

居住する場合の支給額の

 1/2に相当する額(100円未

満切捨て)を支給

あり

区　　分

扶 養 手 当 異　　　な　　　る

札

　

幌

　

市

国

24.586875

※平成31年度まで経過措置

国の制度との異同

住 居 手 当 異　　　な　　　る

札

　

　

幌

　

　

市

国

地 域 手 当 同              じ

札

幌

市

国支給率　　　　　　３％

に応じて27,000円を限度に

支給

単身赴任手当受給職員の配

偶者等が居住する借家・借

職員が自ら居住する借家・

借間については、月額

通 勤 手 当 異　　　な　　　る

札

　

　

幌

　

　

市

国

用する場合は運賃等に応じ

て、１月当たり55,000円を

限度に支給

距離に応じ 3,000円を限度

に加算措置あり）

に勤務する職員については

交通用具を使用する場合は

使用距離に応じて32,000円

を限度に支給（一定の身体

に障がいがある職員及び一

定の通勤が不便である公署
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庁 舎 等 清 掃 26,000 ― ― 31 26,000 26,000

建 物 設 備 総 合 管 理 業 務 490,000 ― ― 30～34 490,000 490,000

市 場 施 設 管 理 業 務 37,000 ― ― 31 37,000 37,000

廃 棄 物 搬 出 業 務 61,000 ― ― 31 61,000 61,000

設備機器等保守管理業務 47,000 ― ― 31 47,000 47,000

債務負担行為に関する調書

事 項 限　度　額

29年度末までの支払義務 30年度以降の支払義務

左 の 財 源 内 訳

発 生 （ 見 込 ） 額 発 生 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 営 業 収 益 等

千円千円 年度 千円 年度 千円
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（参考資料）

(単位　千円）

項　　　　目 金　　　　額 項　 　　　目 金　　　　額

営 業 収 益 1,595,000 営 業 費 用 2,285,000

営 業 外 収 益 666,000 営 業 外 費 用 255,000

予 備 費 5,000

小 計 2,261,000 小 計 2,545,000 △ 284,000

2,261,000 計 2,545,000 △ 284,000

企 業 債 274,000 建 設 改 良 費 282,000

出 資 金 693,000 企 業 債 償 還 金 1,386,000

予 備 費 5,000

計 967,000 計 1,673,000 △ 706,000

862,497   862,497

4,090,497 合 計 4,218,000 △ 127,503

1,020,906   1,020,906

5,111,403 総 計 4,218,000   893,403

合　　　　　　　　　計

過 年 度 分 内 部 留 保 資 金

総 計

平成30年度札幌市中央卸売市場事業会計予算総括表

区　　　分

収　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　出

収 入 支 出 差 引

収

益

的

収

入

及

び

支

出

経

常

収

支

当

年

度

分

収

入

及

び

支

出

計

資

本

的

収

入

及

び

支

出

当 年 度 分 損 益

勘 定 留 保 資 金 等
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（参考資料）

30 年 度 29 年 度

（予　定） （決算見込）

トン トン トン ％

78,142 83,871 5,729 6.8

青 果 物 290,415 280,688  9,727  3.5

計 368,557 364,559  3,998  1.1

千円 千円 千円 ％

98,759,000 100,756,026 1,997,026 2.0

青 果 物 63,115,000 61,301,661  1,813,339  3.0

計 161,874,000 162,057,687 △ 183,687 △ 0.1

取

扱

額

水 産 物 △ △

平成30年度札幌市中央卸売市場事業業務量

           年　　度

項　　目

比 較

増 減 △ 増 減 △ 率

取

扱

量

水 産 物 △ △
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